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証券コード 6540
2020年３月６日

株 主 各 位

1

東京都港区芝浦一丁目２番３号

株式会社 船 場
代表取締役社長 八 嶋 大 輔

第59回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご案内申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただ
き、2020年３月25日（水曜日）午後６時までに到着するようご送付くださいますようお願い申
し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2020年３月26日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都港区芝浦一丁目２番３号 シーバンスＳ館１階 大ホール
３．会 議 の
目的事項

報告事項 １．第59期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）事業報告、連結
計算書類及び計算書類の内容報告の件

２．会計監査人及び監査等委員会の第59期連結計算書類監査結果報告の件
決議事項 議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

以 上
　

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のため、この「招集ご通
知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。
●本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては法令及
び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.semba1008.co.jp）に掲載しておりますの
で、本招集ご通知には掲載しておりません。
●株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://
www.semba1008.co.jp）に掲載させていただきます。
●新型コロナウイルスの感染が拡大しておりますが、株主総会ご出席者の皆様におかれましては、株主総会開催日時点の状況やご自身
の体調により、マスク着用などの感染予防策にご配慮のうえご来場くださいますようお願い申し上げます。また、株主総会会場にお
いて感染予防のための措置を講じる場合がありますので、ご協力のほどお願い申し上げます。
●株主総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承ください。
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株主総会にご出席いただける場合

株主総会日時 2020年３月26日（木曜日）午前10時開催
（受付開始は午前９時を予定しております。）

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
株主総会当日は、資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

　

郵送にて議決権を行使される場合

行使期限 2020年３月25日（水曜日）午後６時必着

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送
ください。
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株主総会参考書類

3

議案及び参考事項
　
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
　
本定時株主総会の終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く）６名が任期満了となります。そ

のうち、本定時株主総会の終結の時をもって、取締役伊藤 進悟氏及び取締役鈴木 裕之氏は任期満了により退
任されますので、新たに取締役（監査等委員である取締役を除く）４名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案に関し、監査等委員会は、当社の企業価値向上の観点から、各候補者を取締役に選任することが
適切であるとの意見を有しています。
監査等委員である取締役以外の取締役候補者は次のとおりであります。

【参考】候補者一覧
候補者
番 号 氏 名 現在の地位 出席回数／取締役会

1 再 任 八 嶋 大 輔 （やしま だいすけ） 代表取締役社長 14回／14回

2 再 任 栗 山 浩 一 （くりやま ひろかず） 取 締 役 会 長 14回／14回

3 再 任 小 山 秀 雄 （こやま ひでお） 取 締 役
執 行 役 員 14回／14回

4 再 任 栗 山 茂 （くりやま しげる） 取 締 役 14回／14回
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候補者
番 号

1
や しま だい すけ

八 嶋 大 輔
再 任

生年月日
1961年９月３日 満58歳
取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
25,513株

略歴、当社における地位及び担当
1984年 4月 三井物産株式会社 入社
1993年10月 同社 北京事務所
1998年 4月 同社 繊維第四部
2004年 8月 同社 ブランドインポート部 室長
2005年10月 台湾三井物産 ライフスタイル部長
2011年 8月 三井物産株式会社 ファッションビジネス事業部長
2015年 6月 同社 コンシューマーサービス本部 本部長補佐
2017年 8月 Tainan Enterprises CO.,LTD.出向

Vice President and Chief Strategic Officer
2018年 2月 三井物産株式会社 退社
2018年 3月 当社 取締役 副社長
2019年 1月 当社 代表取締役社長（現任）
重要な兼職の状況
特になし
取締役候補者とした理由
八嶋大輔氏は、総合商社においてファッション・アパレル事業の分野を中心に、
事業部門の責任者として長きにわたり活躍され、2018年に当社へ入社後、
2019年に代表取締役社長に就任し、当社及び当社グループの経営全般を牽引し
統括しております。変革が続く経済環境下で、同氏の国内外での豊富な事業経
験と知識及び人脈を当社の経営に反映すべく、引き続き取締役候補者といたし
ました。

　
候補者
番 号

2
くり やま ひろ かず

栗 山 浩 一
再 任

生年月日
1962年５月14日 満57歳
取締役在任年数
30年11か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
816,852株

略歴、当社における地位及び担当
1985年 4 月 当社 監査役
1989年 4 月 当社 取締役
1994年 2 月 当社 常務取締役
1997年 5 月 当社 代表取締役副社長
2001年 5 月 当社 代表取締役社長
2019年 1 月 当社 取締役会長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
栗山浩一氏は、当社入社以来、経営に従事し、監査役を経て取締役に就任後は
商環境創造事業や経営全般に関する経験と知識を広め、2001年に代表取締役社
長に就任し当社及び当社グループの経営全般を統括してまいりました。2019年
の取締役会長就任後も引き続き当該グループ経営の長年にわたる幅広い経験と
見識を当社の経営に反映すべく、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

3
こ やま ひで お

小 山 秀 雄
再 任

生年月日
1963年11月９日 満56歳
取締役在任年数
９年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
14,352株

略歴、当社における地位及び担当
1986年 4 月 当社 入社
2010年 1 月 当社 国際本部長
2011年 3 月 当社 取締役 国際本部長
2013年 3 月 当社 取締役 執行役員 国際本部長
2016年 1 月 当社 取締役 執行役員 国際事業本部長
2019年 1 月 当社 取締役 執行役員 経営企画部管掌
2019年10月 当社 取締役 執行役員 海外担当
2020年 1 月 当社 取締役 執行役員 海外担当 兼 SEMBA

VIETNAM CO., LTD. General Director（現任）
重要な兼職の状況
特になし
取締役候補者とした理由
小山秀雄氏は、当社入社以来、設計・デザイン業務及び海外拠点の設立・運営
に従事し、国際本部長を経て2011年の取締役就任後は経営全般に関する経験と
知見を広め、現在海外グループ会社の事業部門を担当しております。国際事業
を中心とした豊富な経験と見識を当社の運営に反映すべく、引き続き取締役候
補者といたしました。

候補者
番 号

4
くり やま しげる

栗 山 茂
再 任

生年月日
1968年１月７日 満52歳
取締役在任年数
22年10か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
291,852株

略歴、当社における地位及び担当
1991年 5 月 当社 監査役
1997年 5 月 当社 取締役（現任）
2005年 4 月 ノンスケール株式会社 代表取締役社長
2020年 1 月 同社 取締役会長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
栗山 茂氏は、当社入社以来、経営及び設計・デザイン業務に従事し、海外で
の業務経験を経て1997年に取締役に就任しております。取締役就任後は経営全
般に関する経験と知見を広め、当社及び当社グループ国内外における設計・デ
ザイン業務を推進しています。当該国際的な設計・デザイン分野における豊富
な経験と見識を当社の経営に反映させるべく、引き続き取締役候補者といたし
ました。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．候補者栗山浩一氏は、当社の親会社等であります。
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ご参考 取締役（監査等委員である取締役を除く）・監査等委員である取締役の選任と指名の方針・手続

取締役候補者の選定に際しては、当社の事業領域に関する豊富な経験や広範かつ専門的な知識を有し、適切かつ迅速な意思決定と
職務遂行能力等を勘案して決定する方針であります。
社外取締役候補者の選定に際しては、取締役の職務執行を監査又は監督するための豊富な経験、財務・会計・経営・マーケティン
グに関する知見等、当社の事業領域に関する知識等を勘案して決定する方針であります。

以 上
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添付書類
事業報告（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
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売上高 営業利益 親会社株主に帰属する当期純利益

前期比
0.4％減

前期比
0.2％増

前期比
0.9％増

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

第58期 第59期
（当期）

第58期 第59期
（当期）

第58期 第59期
（当期）

28,473

1,269 955

28,363

1,271 964

1 企業集団の現況に関する事項
　
１．事業の経過及び成果
　
❶ 事業の状況
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や個人消費の持ち直しなどが内需を下支えしな

がらも、海外における政治動向及び通商問題等の懸念が企業収益にも影響を与え、緩やかな回復基調にあった景
気に足踏み感が見られる状況となっております。当社グループを取り巻く事業環境におきましては、首都圏や地
方都市部の大型施設、食分野及びサービス業種においては新設及び改装に向けた投資が回復する一方、特定の業
種業態及び顧客においては開発への投資抑制傾向が続く、まだら模様の変化を含んだ状況で推移いたしました。
このような状況下において、当社グループは、当年度からスタートした中期経営計画のもと、オフィスや教育

等の注力分野の深耕と新たなる事業領域の創造への挑戦を通じて、成長軌道への基礎づくりに取り組み、国内外
の顧客への対応力強化を図るとともに、ビジネス拡大及び収益力向上に努めてまいりました。
その結果、当連結会計年度の営業概況につきましては、海外では物販店及び飲食店の新規開発や各種大型プロ

ジェクト案件等に携わり、売上高は3,186百万円（前期比16.0％増）となりました。一方、国内では、注力分野
を含む案件受注を堅調に伸ばし、首都圏及び地方都市部における開発プロジェクトやサービス関連の新設及び改
装案件に携わりながらも、従来顧客の投資抑制等の影響を受け、売上高は25,176百万円（前期比2.1％減）とな
りました。グループ全体としましては、売上高は28,363百万円（前期比0.4％減）となりました。
また、第59期から利益重視の経営方針を掲げて取り組んでまいりましたが、競合環境激化に伴う工事原価率の

上昇等の影響を受けながらも、働き方改革を推進する中での経費削減等、生産性向上にグループ一丸となって取
り組み、営業利益は1,271百万円（前期比0.2％増）、経常利益は1,327百万円（前期比0.9％減）、親会社株主に
帰属する当期純利益は964百万円（前期比0.9％増）となりました。
以上のとおり、減収とはなりましたが、営業利益では増益を確保することができ、今後の伸長に弾みをつけた

いと考えております。なお、当社グループは商環境創造事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報
の記載を省略しております。
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❷ 設備の状況
当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は106,531千円であります。
主なものは、当社における業務効率化のためのIT投資62,684千円であります。
なお、当連結会計年度における重要な設備の除却、売却等はありません。
　
❸ 資金調達の状況
当連結会計年度における資金調達につきましては、特筆すべき事項はありません。

２. 財産及び損益の状況の推移
　
企業集団の財産及び損益の状況

期 別
区 分

第56期
(20162016

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

第57期
(20172017

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

第58期
(20182018

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

第59期
(20192019

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

売上高 (千円) 27,615,497 29,539,687 28,473,004 28,363,316

経常利益 (千円) 1,721,500 1,471,508 1,339,046 1,327,159

親会社株主に帰属する
当期純利益 (千円) 1,097,297 991,161 955,342 964,380

１株当たり当期純利益 (円) 124.42 100.70 96.97 97.29

総資産 (千円) 17,914,782 17,581,515 17,666,972 18,661,842

純資産 (千円) 8,426,763 9,359,509 9,693,755 10,588,790
　

（注）2016年10月５日付けで普通株式１株につき50株の株式分割を行っておりますが、第56期の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。
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３．対処すべき課題
　
今後の見通しにつきましては、国内では雇用・所得環境の改善持続や、東京オリンピック・パラリンピック及

び大阪・関西万博等の国際的な大型イベントの開催が続くことを背景に、景気回復への機運が高まるものの、一
方では不安定な海外情勢の影響も懸念され、経済環境は不透明な状況が続くと予測されます。
当社グループを取り巻く事業環境におきましては、国内では首都圏及び地方都市部での開発計画が継続し、海

外ではアセアン地域の日系企業の海外事業展開の活発化などを背景に、概ね堅調に推移することが見込まれま
す。その一方で流通・小売業界ではEコマースの定着やキャッシュレス化の浸透など生活者の消費スタイルの変
化が、顧客企業の設備投資の考え方にも影響を及ぼしており、特に国内は引き続き変化の激しい事業環境に置か
れることが想定されます。
このような状況のもと、当社グループでは、当期から３か年の中期経営計画〝Brand-new SEMBA “を掲げ、

新組織体制を構築し、新たな成長軌道への基礎づくり及び収益力向上を目指し取り組んでおります。商業施設づ
くりで培った商環境創造力への期待は、流通・小売業界以外からも依然高く、当期は新たな顧客獲得や業務領域
拡大への端緒をつかむに至りました。海外事業におきましては、顧客対応力の強化に備え、当期はマレーシアに
新たな拠点を増やし、今後もアジア圏を中心としたビジネス拡大に引き続き努めてまいります。また、不確実で
変化の激しい時代への対応を国内外で柔軟かつ加速度的に進め、納品力の更なる強化の実現と、社員が働きやす
く付加価値の生み出しやすい環境の整備についても継続的に取り組み、生産性の向上を図る所存です。
そして、働きがい業界No.１企業を目指し、当社グループ一丸となって安定的な収益獲得と企業価値向上に邁

進いたします。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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４．重要な親会社及び子会社の状況
　
❶ 親会社との関係
　

該当事項はありません。
（注）１．株式会社リヤ興産は当社の議決権の43.52％を有していますが、2019年12月31日時点において、当社代表取締役社長であ

った栗山浩一氏（2019年１月１日付けで代表権を有しない取締役会長に就任）の資産管理を目的とする会社であることか
ら、当社の親会社には該当いたしません。

２．栗山浩一氏は、当社の親会社等であります。

❷ 重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 事業内容

株 式 会 社 装 備 96,000千円 100.00％ 店舗什器の製作販売及び内装施工・監理
台湾船場室内装修股份有限公司 20,000,000NT$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工
香 港 船 場 有 限 公 司 3,000,000HK$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工
SEMBA VIETNAM CO., LTD. 15,340,500,000VND 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工

上海船場建築装飾有限公司 12,785,347.65元 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工（100.00％）

SEMBA SINGAPORE PTE. LTD. 700,000S$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工（100.00％）
（注）議決権比率の（ ）内の数字は、間接保有する議決権比率を内数で記載しております。

５．主要な事業内容（2019年12月31日現在）
　
❶ 商業施設及びインテリアの企画、設計、監理並びに施工
　

❷ 経営指導及び経営診断並びに市場調査
　

❸ 商業施設の管理、運営及び販売促進
　

❹ 陳列用品の設計、製作及び販売
　

❺ 一般建築業
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６．主要な事業所（2019年12月31日現在）
　

名 称 所在地

本 社 東京都港区芝浦一丁目２番３号
中部支店 愛知県名古屋市
関西支店 大阪府大阪市
九州支店 福岡県福岡市
株式会社装備 東京都港区
台湾船場室内装修股份有限公司 台湾 台北市
香港船場有限公司 香港
SEMBA VIETNAM CO., LTD. ベトナム ホーチミン市
上海船場建築装飾有限公司 中国 上海市
SEMBA SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール

７．従業員の状況（2019年12月31日現在）
　
❶ 企業集団の従業員の状況
　
　

従業員数 前連結会計年度末比増減

　 名 　 名（減）
605 20

（注）１．当社グループから当社グループ外への出向者はなく、また当社グループ外から当社グループへの出向者の受け入れもありま
せん。

２．従業員数には契約社員40名を含みます。
３．従業員数には臨時従業員は含んでおりません。

❷ 当社の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

名 名（減） 才 年
421 ７ 40.3 14.8

　

（注）１．従業員数には当社から社外への出向者16名を含まず、社外から当社への出向者３名を含んでおります。
２．従業員数には契約社員28名を含みます。
３．従業員数には臨時従業員は含んでおりません。

2020年02月20日 20時23分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

12

2 株式に関する事項（2019年12月31日現在）
　
１．発行可能株式総数・発行済株式総数及び株主数
　
❶ 発行可能株式総数 38,400,000株

❷ 発行済株式総数 10,077,897株

❸ 株主数 2,787名

２．大株主の状況
　

株主名
当社への出資状況

持株数 持株比率
株 ％

株式会社リヤ興産 4,385,000 43.51
栗 山 浩 一 816,852 8.10
船場従業員持株会 632,871 6.27
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 364,800 3.61
栗 山 茂 291,852 2.89
栗 山 嘉 子 290,000 2.87
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 213,000 2.11
廣 澤 敦 子 180,000 1.78
Ｊ．Ｐ．ＭＯＲＧＡＮ ＢＡＮＫ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ
Ｓ．Ａ．１３０００００ 114,000 1.13

永 井 詳 二 111,100 1.10
　

3 新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。
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4 会社役員に関する事項
　
１．取締役の状況（2019年12月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 八 嶋 大 輔

取 締 役 会 長 栗 山 浩 一

取 締 役 伊 藤 進 悟

取 締 役 小 山 秀 雄 執行役員 海外担当

取 締 役 鈴 木 裕 之

取 締 役 栗 山 茂 ノンスケール㈱ 代表取締役社長

取 締 役
（常勤監査等委員） 清 水 武 ㈱装備 監査役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 長 田 有 喜 ㈲アーサー・リリーコンサルティング 代表取締役社長

デジタルハリウッド大学 教授 東京家政大学 非常勤講師

取 締 役
（監 査 等 委 員） 藤 吉 彰 Heartseed㈱ 社外監査役 東京簡易裁判所調停委員
　

（注）１．取締役清水 武、長田有喜及び藤吉 彰の３氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査等委員清水 武氏は、長年にわたる経理・監査業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

３．当社は、清水 武氏、長田有喜氏及び藤吉 彰氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

４．監査等委員会の体制は次のとおりであります。
委員長 清水 武 委員 長田有喜 委員 藤吉 彰
監査等委員会は、社内からの円滑な情報収集のため、常勤の監査等委員を選定しております。

５．2020年１月１日付けで取締役栗山 茂氏はノンスケール㈱の取締役会長に就任いたしました。
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６．2020年１月１日付けで取締役の担当及び重要な兼職の状況が次のとおり変更となりました。
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 小 山 秀 雄 執行役員 海外担当 兼 SEMBA VIETNAM CO., LTD. General Director

（ご参考）
当社は執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は次のとおりであります。

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

執行役員 加 藤 麻 希 ビジネスデザイン
本部長 執行役員 菅 生 英 樹 PRODUCTION

事業本部長
執行役員 多 喜 井 豊 EAST

事業本部長 執行役員 曽 我 勝 一 財務経理統括部長

執行役員 高 橋 和 也 WEST
事業本部長 執行役員 岩 本 信 蒔 法務IT総務部長

執行役員 浅 田 良 太 GLOBAL RETAIL
事業本部長 執行役員 田 原 隆 弘 人事部長

執行役員 堀 田 卓 則 CREATOR
事業本部長 執行役員 秋 山 弘 明 経営企画部長

　

２．責任限定契約の内容の概要
　
当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との責任限定契約に関する規定を定款に設けてお
り、本規定に基づき、社外取締役全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。
（責任限定契約の内容の概要）
在任中、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、社外取締役が職務を行うにつき善

意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、会社に対し
損害賠償責任を負うものとし、当該限度額を超える部分については、会社は社外取締役を免責するものとす
る。

３．取締役の報酬等の総額

❶ 役員報酬の額又はその算定方法の決定方針
取締役の報酬等については、株主総会で承認された報酬等の限度内で、監査等委員以外の取締役については取
締役会の決議により決定し、監査等委員である取締役の報酬については監査等委員の協議により決定されます。
各取締役の報酬額は、役員報酬規程及び報酬内規に基づき算定されます。なお、取締役の報酬決定に当たって

は、取締役会の任意の諮問機関として設置した指名報酬委員会で、報酬を審議し、監査等委員会のレビューを経
て、取締役会に対し答申を行うものであります。
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❷ 当事業年度に係る取締役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く） 6名 129,567千円
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3名 22,201千円
（3名） （22,201千円）

合 計 9名 151,768千円
（注）１．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2015年3月25日開催の第54回定時株主総会において、年額

300百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）と決議いただいております。また、上記報酬枠とは別枠で
2019年3月27日開催の第58回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く）の譲渡制限付株式報酬と
して、年額99百万円以内と決議いただいております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年3月25日開催の第54回定時株主総会において、年額50百万円以内と決議い
ただいております。

３．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額には、当事業年度に係る譲渡制限付株式報酬の費用計上額3,294千
円が含まれております。

４．社外役員に関する事項
　
❶ 他の法人等の兼職状況
　

当社の社外取締役である清水 武氏は、㈱装備の監査役を兼任しております。㈱装備は当社の100％子会社で
あり売上及び仕入等の取引関係があります。
当社の社外取締役である長田有喜氏は、㈲アーサー・リリーコンサルティングの代表取締役を兼任しておりま
す。なお、同社と当社の間には特別な関係はありません。
当社の社外取締役である藤吉 彰氏は、Heartseed㈱の社外監査役を兼任しております。なお、同社と当社と

の間には特別な関係はありません。

❷ 当事業年度における主な活動状況
　

当事業年度における社外役員の主な活動状況は以下のとおりです。
　

区 分 氏 名 主な活動状況

社 外 取 締 役

清 水 武
当事業年度に開催された取締役会14回、監査等委員会15回及び指名報酬委員会10回の
全てに出席し、財務経理及び監査の経験を活かし、議案審議などにつき、適宜質問・助
言を行っております。

長 田 有 喜
当事業年度に開催された取締役会14回、監査等委員会15回及び指名報酬委員会10回の
全てに出席し、企業ブランディング、グローバルビジネスやマーケティングに関する知
見を活かし、専門的見地から議案審議などにつき、適宜質問・助言を行っております。

藤 吉 彰
当事業年度に開催された取締役会14回、監査等委員会15回及び指名報酬委員会10回の
全てに出席し、グローバルビジネス、広報・ＩＲ及び監査分野における知見を活かし、
専門的見地から議案審議などにつき、適宜質問・助言を行っております。

（注）上記の当事業年度開催の取締役会ほか、会社法第370条に基づく書面によるみなし決議を３回行っております。
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5 会計監査人に関する事項
❶ 会計監査人の名称
仰星監査法人

❷ 報酬等の総額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,500千円

　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

２．当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の妥当性を確認
した上で、会計監査人の報酬等に同意いたしました。

❸ 非監査業務の内容
　

該当事項はありません。

❹ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
等委員会の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保でき
ないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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6 業務の適正を確保するための体制
　
当社は、2015年５月１日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を次のとおり決議い

たしました。なお、組織変更等を踏まえ、適宜改定を行っております。
　
❶ 当社及び当社グループ会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

　

■当社及び当社グループ会社（以下「当社グループ」という）に共通の企業理念、行動指針及び船場グループ
行動規範を定め、企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図っております。
■当社グループの取締役等が法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づく職務遂行が徹底して行われる
ように内部統制システムを構築・運用しております。
■倫理・法令等違反に関する通報体制として、当社グループの使用人等が直接通報・相談する内部通報制度を
整備し、法令及び定款に違反する行為がある場合には、コンプライアンス委員会及び取締役会において審議
し、適切な措置を講じております。

■業務執行部門から独立した当社の内部監査室が、当社グループに対して定期的に監査を行い、当社の代表取
締役、監査等委員会及び取締役会にその結果を報告しております。
■社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持
ちません。

❷ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　

■当社グループ会社に適用する「グループ会社管理規程」を定め、当社の経営企画部をガバナンス責任者とし
て、当社グループ会社の業務及び経営に関する指導・管理・支援を行っております。
■当社の内部監査室は、業務の適正を確保するために、当社グループの内部統制の有効性及び効率性を調査
し、その結果を当社の代表取締役、監査等委員会及び取締役会に報告しております。
■当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、当社の代表取締役を責任者として、全社的な統制及び
各業務プロセスの統制を整備し、その運用を行っております。

❸ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　

■当社の取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき「保管文書取扱規程」に従い、必要に応じ
て常時閲覧できるように、適切に保存・管理しております。
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❹ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　

■当社グループに適用する「リスク管理規程」に基づき、当社取締役会において、経営上の重要なリスクにつ
いて把握・分析を行い、対応策の検討とリスクの現実化の防止に努めるとともに、危機発生時には当社の代
表取締役を統括責任者とする危機管理体制を整えております。
■地震等の自然災害や外的要因に起因する災害の発生時に備えて「災害対策マニュアル」を設け、具体的な対
応を定めております。

❺ 当社グループの取締役、執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　

■当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を開催し、重要な業務執行について協議・検討しております。
■当社では、迅速かつ効率的な意思決定と業務執行を行うために執行役員制度を導入し、取締役会が決定した
方針と「権限規程」に基づいて、各執行役員が業務執行を行っております。また、その業務執行の適切性を
確保するために、隔週、執行役員会を開催して進捗管理を行うとともに、重要事項については定期的に取締
役会に報告しております。
■当社グループ会社は、「グループ会社管理規程」に基づき、職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定そ
の他の組織体制を構築しております。

❻ 当社グループ会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　

■当社グループ会社は、「グループ会社管理規程」に基づき、グループ会社の営業成績、財務状況その他の重
要事項について、当社取締役会へ定期に報告を行っております。

❼ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　

■監査等委員会の決定に基づき、監査等委員会の職務を補助すべき使用人（事務局）として、内部監査室が担
当しております。

❽ 前号の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項

　

■前号の事務局による補助業務に関する評価は監査等委員会が行い、任命、異動等人事に係る決定事項につい
ては、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、監査等委員以外の者からの独立性を確保しております。

❾ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

　

■監査等委員会事務局は、監査等委員会の指揮命令に従うものとしております。
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❿ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人が当社の監査等委員会
に報告をするための体制

　

■当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人（以下「監査等委員以外の者」とい
う）が、法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちにその
事実を監査等委員会に報告すること、また、当社の監査等委員会は、必要に応じていつでも、当社の監査等
委員以外の者に対して報告を求めることができることを周知しております。

⓫ 当社グループ会社の取締役、監査役等及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた者が当
社の監査等委員会に報告をするための体制

　

■当社グループ会社についても前号と同様に、取締役、監査役等及び使用人（以下「取締役等」という）又は
これらの者から報告を受けた者が、法令等の違反行為等、当社又は当社グループ会社に著しい損害を及ぼす
おそれのある事実を発見したときは、直ちにその事実を当社の監査等委員会に報告すること、また、当社の
監査等委員会は、必要に応じていつでも、当社グループ会社の監査等委員以外の者に対して報告を求めるこ
とができることを周知しております。

⓬ 前２号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　

■当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役等に対し、その報告をしたことを理由に
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役等に周知しております。

⓭ 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払、又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用、又は債務の処理に係る方針に関する事項

　

■監査等委員会がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払又は償還等を当社に請求した
ときは、その請求内容が監査等委員会の職務の執行に不要であると認められた場合を除き、速やかに処理し
ております。

　
⓮ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　

■当社の監査等委員会に選定された監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するた
め、取締役会のほか、その他の重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、業務執行に関する文書、業績
に影響を及ぼす重要な事項について閲覧できる体制を整備し、取締役（監査等委員である取締役を除く）、
執行役員及び使用人に説明を求めることができる旨を「監査等委員会規則」に定め、周知しております。
■監査等委員会は、監査の実施に当たり、会計監査人及び内部監査室と緊密な連携を図っております。
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7 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。

　

■取締役の職務執行については、取締役会が法令、定款及び船場グループ行動規範に従って、コンプライアン
スやリスク管理に対応し、自ら率先して行動しております。
■監査等委員は、取締役会や執行役員会などの重要な会議への出席を通じて、また、会計監査人や内部監査室
との積極的な情報交換会を通じて、積極的に発言をする機会を設け、当社の業務の適正を確保するための体
制を確認しております。
■財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財務報告に係るプロセスにおけ
る内部統制の有効性評価を行っております。
■子会社の内部統制の整備状況は、親会社である当社の内部監査部門が確認するとともに、当社の会計監査人
及び内部監査部門が定期的に監査を行い、改善に努めております。

　

8 剰余金の配当等の決定に関する方針
　
当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要経営目標のひとつとして位置付けており、財務体質や将来の事

業拡大のために必要な内部留保とのバランスを図りながら、毎期の業績に応じた配当を行うことを基本方針とし
ております。
上記方針に従って、第59期事業年度の剰余金の配当については、2020年３月２日の取締役会決議に基づき、

１株当たり年間配当金45円といたしました。
なお、第59期から３か年の中期経営計画の期間中は、連結配当性向50％を目安に配当額を決定することとし

ております。
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連結貸借対照表（2019年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 16,403,148
現金及び預金 8,568,924
受取手形及び売掛金 5,648,274
電子記録債権 689,207
たな卸資産 1,179,261
その他 334,754
貸倒引当金 △17,274

固定資産 2,258,694
有形固定資産 679,039
建物及び構築物 301,499
機械装置及び運搬具 29,447
工具、器具及び備品 88,351
土地 259,741
無形固定資産 131,083
ソフトウエア 93,097
その他 37,985
投資その他の資産 1,448,571
投資有価証券 697,231
差入保証金 289,089
繰延税金資産 387,725
その他 74,583
貸倒引当金 △58

資産合計 18,661,842

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 7,067,533
支払手形及び買掛金 3,234,553
電子記録債務 2,427,720
未払金及び未払費用 331,499
未払法人税等 264,430
未払消費税等 79,425
前受金 322,370
賞与引当金 324,246
完成工事補償引当金 27,301
その他 55,987

固定負債 1,005,518
長期未払金 142,247
退職給付に係る負債 840,621
繰延税金負債 1,306
その他 21,343

負債合計 8,073,052
（純資産の部）
株主資本 10,550,162
資本金 252,051
資本剰余金 1,218,036
利益剰余金 9,080,111
自己株式 △36
その他の包括利益累計額 38,628
その他有価証券評価差額金 192,165
為替換算調整勘定 △8,259
退職給付に係る調整累計額 △145,277
純資産合計 10,588,790
負債・純資産合計 18,661,842

2020年02月20日 20時23分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

22

連結損益計算書（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 28,363,316
売上原価 24,129,655
売上総利益 4,233,661

販売費及び一般管理費 2,961,776
営業利益 1,271,884

営業外収益
受取利息 6,126
受取配当金 9,861
受取手数料 13,454
受取地代家賃 12,654
業務受託料 15,954
その他 19,048 77,100

営業外費用
支払手数料 5,039
為替差損 4,336
地代家賃 6,087
その他 6,362 21,825
経常利益 1,327,159

特別利益
関係会社清算益 65,582 65,582

特別損失
固定資産売却損 12,334
固定資産除却損 135
その他 252 12,722
税金等調整前当期純利益 1,380,019
法人税、住民税及び事業税 426,406
法人税等調整額 △10,767 415,639
当期純利益 964,380
親会社株主に帰属する当期純利益 964,380
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連結株主資本等変動計算書（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2019年１月１日残高 216,175 1,182,159 8,509,930 － 9,908,265
連結会計年度中の変動額
新株の発行 35,876 35,876 　 71,752
剰余金の配当 　 　 △394,200 △394,200

親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 964,380 964,380

自己株式の取得 △36 △36

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 　 　 　 －

連結会計年度中の変動額合計 35,876 35,876 570,180 △36 641,896
2019年12月31日残高 252,051 1,218,036 9,080,111 △36 10,550,162

　
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2019年１月１日残高 212,681 △4,147 △423,044 △214,510 9,693,755
連結会計年度中の変動額
新株の発行 　 　 　 　 71,752
剰余金の配当 　 　 　 　 △394,200

親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 　 　 964,380

自己株式の取得 △36

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △20,515 △4,111 277,766 253,138 253,138

連結会計年度中の変動額合計 △20,515 △4,111 277,766 253,138 895,035
2019年12月31日残高 192,165 △8,259 △145,277 38,628 10,588,790
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貸借対照表（2019年12月31日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 13,865,487
現金及び預金 6,804,552
受取手形 1,220,167
電子記録債権 689,207
売掛金 3,848,457
仕掛品 951,962
関係会社短期貸付金 62,865
前払費用 86,662
その他 201,611

固定資産 2,134,804
有形固定資産 288,565
建物 145,977
構築物 65
工具、器具及び備品 58,172
土地 84,350
無形固定資産 126,972
ソフトウエア 89,063
その他 37,908
投資その他の資産 1,719,266
投資有価証券 601,829
関係会社株式 543,374
関係会社出資金 34,187
差入保証金 273,873
繰延税金資産 258,506
その他 7,554
貸倒引当金 △58

資産合計 16,000,292

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 6,524,659
支払手形 1,285,360
電子記録債務 2,427,720
買掛金 1,761,727
未払金 218,892
未払法人税等 185,035
未払消費税等 34,653
未払費用 51,561
前受金 233,208
賞与引当金 270,400
完成工事補償引当金 22,200
その他 33,899

固定負債 695,522
長期未払金 142,247
預り敷金保証金 2,160
退職給付引当金 551,115

負債合計 7,220,181
（純資産の部）
株主資本 8,585,579
資本金 252,051
資本剰余金 1,218,036
資本準備金 156,051
その他資本剰余金 1,061,984
利益剰余金 7,115,528
利益準備金 24,000
その他利益剰余金 7,091,528
別途積立金 2,000,000
繰越利益剰余金 5,091,528
自己株式 △36

評価・換算差額等 194,531
その他有価証券評価差額金 194,531
純資産合計 8,780,110
負債・純資産合計 16,000,292
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損益計算書（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 24,615,709
売上原価 21,227,155
売上総利益 3,388,554

販売費及び一般管理費 2,536,454
営業利益 852,100

営業外収益
受取利息 496
受取配当金 9,641
受取手数料 13,394
受取地代家賃 26,421
その他 60,612 110,567

営業外費用
支払手数料 5,039
為替差損 1,169
地代家賃 13,467
その他 6,687 26,363
経常利益 936,304

特別利益
関係会社清算益 65,582 65,582

特別損失
固定資産売却損 12,334
固定資産除却損 24 12,358
税引前当期純利益 989,528
法人税、住民税及び事業税 309,014
法人税等調整額 △13,108 295,906
当期純利益 693,622
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株主資本等変動計算書（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

2019年１月１日残高 216,175 120,175 1,061,984 1,182,159 24,000 2,000,000 4,792,106 6,816,106 － 8,214,441

事業年度中の変動額
新株の発行 35,876 35,876 　 35,876 　 　 　 　 71,752

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △394,200 △394,200 △394,200

当期純利益 　 　 　 　 　 　 693,622 693,622 693,622

自己株式の取得 △36 △36

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 －

事業年度中の変動額合計 35,876 35,876 － 35,876 － － 299,422 299,422 △36 371,137

2019年12月31日残高 252,051 156,051 1,061,984 1,218,036 24,000 2,000,000 5,091,528 7,115,528 △36 8,585,579

　
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

2019年１月１日残高 214,562 214,562 8,429,004

事業年度中の変動額
新株の発行 　 　 71,752

剰余金の配当 　 　 △394,200

当期純利益 　 　 693,622

自己株式の取得 △36

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △20,031 △20,031 △20,031

事業年度中の変動額合計 △20,031 △20,031 351,106

2019年12月31日残高 194,531 194,531 8,780,110

2020年02月20日 20時23分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



監査報告書

27

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年２月25日

株式会社 船場
取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 伸 夫 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社船場の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

船場及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年２月25日

株式会社 船場
取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 伸 夫 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社船場の2019年１月１日から2019年12月31日まで
の第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書
当監査等委員会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第59期事業年度における取締役の職務の執行について監

査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議

に基づき整備されている内部統制の体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況に関する報告を定期的に受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しまし
た。
①監査等委員会が定めた監査等委員会規則に準拠するとともに、当期の基本方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査
部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、必要に応じ、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報共有を図り、事業の報告を受け
ました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する
事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年２月27日
株式会社 船場 監査等委員会
常勤監査等委員 清 水 武 ㊞
監 査 等 委 員 長 田 有 喜 ㊞
監 査 等 委 員 藤 吉 彰 ㊞

（注）常勤監査等委員 清水 武 並びに 監査等委員 長田有喜 及び 藤吉 彰 は会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。
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https://www.semba1008.co.jp

株主総会 会場ご案内図
場 所

東京都港区芝浦一丁目2番3号
シーバンスS館1階 大ホール
TEL：03-6865-1008（代）

交通機関

JR山手線・京浜東北線

浜松町駅

都営地下鉄浅草線・三田線

三田駅

都営地下鉄浅草線・大江戸線

大門駅

新交通ゆりかもめ

日の出駅

南口

A6出口

B2出口

西出口

見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

徒歩約8 分

徒歩約8 分

徒歩約10分

徒歩約5 分

森林に配慮して適切に
管理された森林認証紙
を採用しています。

西出口

A6出口

■各駅から会場までのご案内
浜松町駅 南口 大門駅 B2出口 三田駅 A6出口 日の出駅 西出口

山手線／京浜東北線降車後ホーム階
段を上がり南口改札へ。改札を出て直
進し突き当り左手の階段を上り、道な
りに進む。

B2出口より地上に上がり、右手の世
界貿易センタービルから2階へ進み連
絡通路よりJR浜松町駅南口改札の出
口へ。

A6出口より地上へ上がり、右手へ国
道15号線沿いを進み、信号機4つ目
の芝四丁目の交差点を右折し、JR線
の高架下を通り一つ目の信号を左折。

西出口より左手の階段を降りて50ｍ
程直進し右折。首都高都心環状線の
高架下を横断し直進。

浜松町バスターミナル 改札

ペデストリアン
デッキ

都営大江戸線 大門駅

南口

B2出口

都
営
浅
草
線
大
門
駅

世界貿易
センタービル

JR［浜松町駅］
大江戸線・浅草線［大門駅］
出口詳細図
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